
宇治市人事行政の運営等の状況報告書

　平成２６年１１月

宇治市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条に基づき、宇治市人事
行政の運営の状況の概要及び宇治市公平委員会の業務の状況を報告します。

◎　宇治市人事行政の運営の状況

１　職員の競争試験及び選考の状況

２　職員の任免及び職員数に関する状況

３　職員の給与の状況

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

５　職員の分限及び懲戒処分の状況

６　職員の服務の状況

７　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

８　職員の福祉及び利益の保護の状況

◎　宇治市公平委員会の業務の状況

１　勤務条件に関する措置の要求の状況

２　不利益処分に関する不服申立ての状況



◎　宇治市人事行政の運営の状況

１　職員の競争試験及び選考の状況

（１）職員採用試験の実施状況(平成２５年度中）

男 女 計 男 女 計

25 H25.4.27 保健師 2 1 0 1 0 0 0 0

25 H25.4.27 技師（土木） 10 10 0 10 2 0 2 2

25 H25.6.30 保健師 2 1 1 2 0 0 0 0

25 H25.6.30 技師（土木） 3 2 1 3 1 1 2 2

26 H25.9.22 一般事務職 408 206 116 322 11 8 19 17

26 H25.9.22 一般事務職（身体障害者） 3 2 0 2 0 0 0 0

26 H25.9.22 保健師 13 0 9 9 0 2 2 2

26 H25.9.22 技師（土木） 11 4 1 5 1 1 2 2

26 H26.1.26 一般事務職（身体障害者） 5 5 0 5 1 0 1 1

26 H26.1.26 保育士 39 3 33 36 0 6 6 6

26 H26.1.26 保健師 13 1 8 9 0 2 2 2

26 H26.1.26 技師（土木） 5 3 1 4 0 1 1 1

26 H26.1.26 技師（電気） 10 9 0 9 1 0 1 1

26 H26.2.2 作業技師 69 50 6 56 6 1 7 7

26 H26.2.15 一般事務職 331 205 88 293 6 3 9 9

26 H26.3.16 一般事務職（文化財保護） 8 3 4 7 1 0 1 1

消防 26 H25.9.22 消防職 115 102 2 104 5 0 5 5

1,047 607 270 877 35 25 60 58合　　　　　　　計

市
長
部
局

採用者
数

受験者数 合格者数採用
年度

一次試験日 職種
申込
者数

部局名



２　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）
対前年

平成25年 平成26年 増減数

 議　　会 10 10

 総　　務 184 183 △ 1 戸籍の電算システム運用開始による業務の減少による減員

 税　　務 72 72

 民　　生 274 279 5 生活保護事務等の業務の増加による増員

 衛　　生 127 128 1 欠員補充

 労　　働 2 2

 農林水産 16 16

 商　　工 9 9

 土　　木 181 188 7 宇治川太閤堤跡整備業務等の業務の増加による増員

 　 計 875 887 12
＜参考＞
　人口１,000人当たり職員数　4.64　人

172 173 1 教育支援センター設置による業務再編による増員

213 208 △ 5 救急体制見直しによる減員

1,260 1,268 8
＜参考＞
　人口１,000人当たり職員数　6.63　人

 公会 70 71 1 欠員補充

 営計 44 44

 企部 52 52

 業門

 等 166 167 1

1,426 1,435 9

[1,505] [1,503]

〔注〕・職員数は特別職と教育長を除く一般職に属する職員であり、再任用短時間勤務職員

　　　　（H25:25人、H26:25人）を除いたもの
　　　・休職者、派遣職員などを含み、臨時職員及び非常勤職員を除いています
　　　・[     ]内は、条例定数の合計

合　　　　計
　＜参考＞
　　人口１,000人当たり職員数　7.50　人

　　　　　　区　分
部　門

職員数
主  な  増  減  理  由

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

教育部門

そ の 他

消防部門

小　　計

水　　道

下 水 道

小　　計



（２）年齢別職員構成の状況（各年４月１日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

２６年度 4 43 197 235 211 158 164 125 91 91 95 21 1,435

２１年度 2 58 174 191 149 158 122 86 91 142 238 11 1,422
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（３）定員管理計画の数値目標及び進捗状況

①定員管理の数値目標

②定員管理計画の年次別進捗状況（各年4月1日現在） （単位　人）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 24～29年度

△ 3 17 5 0 0 0 19

増　員 7 33 14 54

減　員 △ 10 △ 16 △ 9 △ 35

△ 4 △ 3 2 0 0 0 △ 5

増　員 1 1 2 4

減　員 △ 5 △ 4 0 △ 9

0 2 0 0 0 0 2

増　員 1 13 0 14

減　員 △ 1 △ 11 0 △ 12

△ 7 16 7 0 0 0 16

増　員 9 47 16 0 0 0 72

減　員 △ 16 △ 31 △ 9 0 0 0 △ 56 16/△30 △ 53.3%

計画期間

平成24年度～平成29年度

一般行政

数値目標

△30人

増　　減

計画に対する達成状況

教育

増　　減

公営企業
等会計

増　　減

合　計

増　　減



（４）採用及び退職の状況

①採用

計 男 女

一般事務 18 11 7

保育士 10 2 8

技師（土木） 7 7 0

技師（電気） 1 1 0

作業（環境） 1 1 0

作業（土木） 1 1 0

作業（調理） 1 0 1

作業（用務） 1 1 0

派遣採用 技師（林業） 1 1 0

交流採用 一般事務 1 1 0

新規採用 一般事務 1 0 1

新規採用 技師（土木） 2 2 0

H25.9.2 新規採用 技師（土木） 2 1 1

新規採用 教諭 1 0 1

割愛採用 指導主事 4 3 1

消防 H25.4.1 新規採用 消防 9 9 0

合計 61 41 20

人　　　　数
職種採用区分

市長
部局

H25.7.1

H25.4.1

部局名 採用年月日

新規採用

教育 H25.4.1



②退職

計 男 女

H25.6.30 普通退職 一般事務 1 0 1

H25.9.30 普通退職 一般事務 2 1 1

H25.12.31 普通退職 一般事務 1 0 1

H26.2.28 普通退職 技師（電気） 1 1 0

一般事務 10 9 1

保育士 3 0 3

看護師 1 0 1

技師（土木） 1 1 0

作業（運転） 1 1 0

作業（環境） 1 1 0

一般事務 1 1 0

保育士 1 0 1

保健師 1 0 1

技師（土木） 1 1 0

作業（用務） 1 1 0

割愛退職 一般事務職 1 1 0

帰任 技師（土木） 1 1 0

一般事務 6 3 3

保育士 2 0 2

技師（土木） 1 1 0

割愛退職 指導主事 2 2 0

勧奨退職 作業（調理） 1 0 1

消防 H26.3.31 定年退職 消防 7 7 0

合計 48 32 16

H26.3.31

人　　　　数
退職区分 職種

定年退職

普通退職

勧奨退職

退職年月日部局名

教育

市長
部局

H26.3.31



３ 職員の給与の状況 

（１）総括 

①職員給与の支払明細の例  

 

平成２６年４月分給与として支払われた標準的な職務の職員の給与支払明細の例です。 

（単位：円） 

Ａ課長 

 年齢 57歳 （勤続 33年） 

 

 給料      451,900 

 地域手当     30,564 

 扶養手当          0 

 管理職手当    57,500 

 通勤手当          0 

 住居手当      2,100 

───────────── 

 （支給額計）  542,064 

 

 

 長期・短期掛金  76,104 

 介護掛金      3,524 

 市共済掛金     4,519 

 所得税      23,510 

 住民税      42,100 

───────────── 

 （控除額計）  149,757 

 

 

 差引支給額   392,307 

Ｂ係長 

 年齢 50歳 （勤続 28年） 

 

 給料      401,000 

 地域手当     24,060 

 扶養手当          0 

 時間外勤務手当   6,688 

 通勤手当      2,360 

 住居手当          0 

───────────── 

 （支給額計）  434,108 

 

 

 長期・短期掛金  67,531 

 介護掛金      3,127 

 市共済掛金     4,010 

 所得税      13,370 

 住民税      29,900 

───────────── 

 （控除額計）  117,938 

 

 

 差引支給額   316,170 

Ｃ主事 

 年齢 27 歳 （勤続 5年） 

 

 給料      224,800 

 地域手当     13,488 

 扶養手当          0 

 時間外勤務手当   1,828 

 通勤手当          0 

 住居手当          0 

───────────── 

 （支給額計）  240,116 

 

 

 長期・短期掛金  37,858 

 介護掛金          0 

 市共済掛金     2,248 

 所得税       4,850 

 住民税      12,700 

───────────── 

 （控除額計）   57,656 

 

 

 差引支給額   182,460 

【注】長期・短期･介護掛金は民間事業従事者の厚生年金・健康・介護保険料に相当します 



②人件費の状況（普通会計決算見込み） 

区 分 

住民基本 

台帳人口 

(25 年度末) 

歳 出 額 

(a)（千円） 

実質収支 

（千円） 

人 件 費 

(b)（千円） 

人件費率 

(b)/(a)×100 

(参考) 

24 年度の 

人件費率 

25 年度 191,267 人 60,211,053 310,531 11,184,066 18.6 ％ 19.2 ％ 

 

③職員給与費の状況（普通会計決算見込み） 

区 分 
職員数 

(ｱ)（人） 

給与費（千円） 一人当たりの 

給与費 

(ｲ)／(ｱ) （千円） 
給料 

期末･勤勉 

手当 

その他 

職員手当 
計(ｲ) 

25 年度 1,260 4,622,479 1,842,979 1,204,028 7,669,486 6,087 

【注】職員数は 25 年 4月 1日現在の人数。職員手当には退職手当は含まれていません 

 

④ラスパイレス指数（※１）の状況（各年４月１日現在） 

区分 宇治市 類似団体平均（※２） 全国市平均 

２５年 109.0（100.6） 108.3(100.1) 106.6(98.5) 

２０年 101.3 99.1 98.3 

【注】２５年の地域手当補正後ラスパイレス指数は１０９．０ 

括弧書は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の数値 

（※１）  地方公共団体の職員構成が、国と同じであると仮定した場合に、国の給料額を１００として求められる数値 

（※２） 人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの 



（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

① 職員の平均年齢、平均給料・給与月額（平成２６年４月１日現在） 

区分 平均 

年齢 

（歳） 

平均給料 

月額（円）(※３) 

平均給与月額（円）(※４)  

 
(Ⅰ)地方公務員給与実

態調査の公表数値 

（Ⅱ）国との比較用に 

再計算した額 
 

一般行政職 38.1 304,488 402,619 351,930  

消防職 38.0 317,892 410,697 368,044  

企業職 38.1 299,555 373,875 341,988  

京都府の一般行政職（※５） 44.2 339,515 430,067 389,913  

国の一般行政職 43.5 335,000  408,472  

 

② 職員（技能労務職）の平均給与月額等と民間の類似職種の平均給与月額等の比較 

（平成２６年４月１日現在） 

区分 
平均年齢 

（歳） 

平均給料 

月額 

（円）(※３) 

平均給与月額（円）（※４） 

年収（Ｂ） 

（千円）(※６) 

(Ⅰ)地方公務員

給与実態調査の

公表数値（Ａ） 

（Ⅱ）国との比較用

に再計算した額 

職

員 

技能労務職 41.4 312,527 391,720 348,947 6,248.6 

 

うち清掃職員 40.7 315,533 411,767 354,173 6,549.7 

うち学校給食員 43.4 330,267 364,509 360,349 6,047.4 

うち用務員 
（学校・保育所） 

42.7 305,611 365,711 340,466 5,816.6 

区分 
平均年齢 

（歳） 

平均給与 

月額（Ｃ）

（千円） 

年収ベース 

（Ｄ）（千円） 

（※６） 

＜参考＞職員と民間との比較 

平均給与月額 

(A)/((C)*1000) 

年収 

(B)/(D) 

民

間 

廃棄物処理業従業員 44.6 290.6 3,980.6 1.42 1.65 

調理士 38.3 258.8 3,482.4 1.41 1.74 

用務員 53.7 202.7 2,809.4 1.80 2.07 

【注】民間データは、常用労働者（雇用期間１か月超・パートタイムを含む）が５人以上の事業所を対象とした賃金構造

基本統計調査の 22～24 年度の平均の数値であり、職員と民間の比較は、年齢、業務内容、雇用形態などの点において、

完全に一致しているものではありません 

（※３）平成 26 年 4月 1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均 

（※４）毎月支払われる給料と諸手当の額を合計したもの 

（Ⅰ）扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など、毎月支払われるすべての諸手当を含めた額 

（Ⅱ）国家公務員の平均給与月額は時間外勤務手当、特殊勤務手当等を含めずに公表されているため、比較用に再計算し

た額 

（※５）京都府の一般行政職は、平成 25 年 4月 1日現在の数値 

（※６）（Ａ）または（Ｃ）を 12 倍したものに、前年度に支給された期末・勤勉手当（年間賞与）の各職種ごとの平均支

給額を加えた試算値 

 

③ 職員の初任給（平成２６年４月１日現在） （単位：百円） 

区分 本市 京都府（一般行政職） 国(一般行政職) 

一般行政職 
大 学 卒 1,797  1,797 1,722 

高 校 卒 1,507 1,454 1,401 

 

 

 

 

 



④ 職員の平均給料月額（経験年数・学歴別）（平成２６年４月１日現在）（単位：百円） 

経験年数  

 区分 

10 年以上 

15 年未満 

15 年以上 

20 年未満 

20 年以上 

25 年未満 

一般行政職 
大学卒 2,788 3,512 3,905 

高校卒 2,531 2,790 3,377 

 



（３）一般行政職の級別職員数等の状況  

① 一般行政職の級別の職員数と構成比（平成２６年４月１日現在） 

区分 
標準的な職務内容 

（※７） 

職員数 

（※８） 
構成比 

１級 主事、技師      37 人   5.3％ 

２級 主事、技師     133 人   19.3％ 

３級 主任     208 人   30.1％ 

４級 主査      50 人    7.2％ 

５級 課長補佐・係長     113 人   16.3％ 

６級 主幹      80 人   11.6％ 

７級 次長、参事、課長      57 人    8.2％ 

８級 部長      14 人    2.0％ 

（※７）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務のこと 

（※８）本市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数。再任用職員を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４）職員の手当の状況  

① 期末手当・勤勉手当（平成２６年４月１日現在） 

区分 

25 年度支給割合 
(  )内は、再任用職員 

職制上の段階、職務の級等に 

よる加算措置 

25 年度の 

１人当たり 

平均支給額 

期末手当 勤勉手当 役職加算 管理職加算 期末・勤勉手当

の合計 

本市 2.6（1.45）月分 1.35（0.65）月分 5～15％ 3～17％ 1,479 千円 

京都府 2.6（1.45）月分 1.35（0.65）月分 5～20％ 10～20％  

国 2.6（1.45）月分 1.35（0.65）月分 5～20％ 10～25％  

 

 

 

② 退職手当（平成２６年４月１日現在） 

区分 
本市 国 

自己都合 定年等 自己都合 定年等 

勤続 20 年 21.62 月分 27.025 月分 21.62 月分 27.025 月分 

勤続 25 年 30.82 月分 36.57 月分 30.82 月分 36.57 月分 

勤続 35 年 43.7 月分 52.44 月分 43.7 月分 52.44 月分 

最高限度 52.44 月分 52.44 月分 52.44 月分 52.44 月分 

その他の 

加算措置 

定年前早期退職特例措置（3～30％加算） 

退職手当の調整額（退職前 60 月の在職期間の

在級区分により調整額を加算） 

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

退職手当の調整額（退職前 60 月の在職 

期間の在級区分により調整額を加算） 

1 人当たりの平均

支給額（※10） 
8,847 千円 26,346 千円   

（※１０）１人当たりの平均支給額は、２５年度に自己都合、特退・定年で退職した職員（全職種）に支給された平均額 

 

 

③ 地域手当（平成２６年４月１日現在） 

  支給実績（25年度決算見込み）    342,341 千円 

   支給職員１人当たりの平均支給年額      237,407 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 

市全域 ６％（国と同じ） 1,460 人 

   

 

④ 時間外勤務手当 

 支給実績（25年度決算見込み） 371,262 千円 

 職員 1 人当たりの平均支給年額 255,514 円 

 支給実績（24年度決算） 443,325 千円 

 職員 1 人当たりの平均支給年額 307,865 円 

 

 

 

 

 

 

 



⑤ 特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在） 

 支給実績（25年度決算見込み） 27,874 千円  

 
支給職員１人当たりの平均 78,518 円  

職員全体に占める手当支給 24.4％  

 手当の種類（手当数） 11 種  

   

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する 

支給単価 

地方税等の共同徴収事務

従事手当 

京都地方税機構に派遣さ

れ地方税又は国民健康保

険料の徴収業務に従事す

る職員 

地方税又は国民健康保険料の徴収業務 月額 1,200 円 

感染症等の防疫作業従事

手当 

結核及び感染症防疫作業

に従事した職員 

結核及び感染症が発生し、又は発生す

るおそれのある場合における患者の救

護、危険物件の処理作業等 

1 回 500 円 

行旅病人等の救護等従事

手当 

行旅病人等の収容及び護

送に従事した職員 
行旅病人等の収容及び護送 

死亡者 1回 1,000 円 

その他 1回 500 円 

ごみ収集作業等従事手当 
ごみ収集作業等に従事し

た職員 
ごみ収集作業等 

1 日 600 円（特別収集期間は

1時間 600 円） 

生活保護のケースワーク

業務従事手当 

生活保護のケースワーク

に従事する職員 
生活保護のケースワーク業務 月額 3,000 円 

消防職員火災出動手当 消防職員 
火災等発生により出場し、消火作業等

に従事したとき 
1 回 300 円 

消防職員救急出動手当 消防職員 救急業務により出場したとき 
救急救命士 1 回 400 円 

その他   1 回 300 円 

消防職員機関員手当 消防職員 緊急車両の運転に従事したとき 
大型車 1当務 300 円 

普通車 1当務 200 円 

消防職員高所作業手当 消防職員 

地上 10 メートル以上の足場の不安定

な箇所で救助活動又は救助訓練等を実

施したとき 

1 当務 200 円 

道路の維持補修業務従事

手当 

道路の維持補修業務に従

事した職員 
道路の維持補修業務 1 日 400 円 

下水道管路清掃点検従事

手当 
企業職員 

下水道管路の清掃又は点検の作業に従

事したとき 
1 日 500 円 

【注】特殊勤務手当とは、著しく危険、不快、不健康または困難な勤務、その他の著しく特殊な勤務で、給与上の特別の

考慮を必要とするが、その特殊性を給料で考慮することが適当でないと認められるものに従事する職員にその勤務の特殊

性に応じて支給される手当のこと 

 



⑥ その他の手当（平成２６年４月１日現在） 

手当の 

名称 
内容及び支給単価 

国の制度との異同と 

その内容 

支給実績 

25 年度決算

見込み 

 

支給職員 

1人当たりの 

平均支給額 

扶養 

手当 

配偶者              13,000 円 

配偶者以外の扶養親族       6,500 円 

配偶者のない職員の扶養親族 1人目 11,000 円 

同じ 

145,617 千円 219,965 円 

住居 

手当 

借家・借間最高支給限度額     27,000 円 

住居手当が支給されない 

借家・借間の家賃額  3,000 円以下 

自己所有家屋           2,100 円 

＜異なる＞ 

住居手当が支給されない借

家・借間の家賃額 

12,000 円以下 

 

自己所有家屋 支給なし 

113,316 千円 115,511 円 

通勤 

手当 

通勤距離が 2キロ以上の職員に支給 

交通機関利用者は 6か月定期代で支給 

交通用具利用者は距離に応じて支給  

月額支給限度額         55,000 円 

＜異なる＞ 

交通用具利用者の通勤距離

に応じての支給額が異な

る。 

（交通用具利用者の用具の

区分は分かれていない。） 

 

111,166 千円 92,948 円 

管理職

手当 

管理職の職務・職責に応じ、役職別に定額で支

給 

45,700 円～94,000 円 

 

＜支給額が異なる＞ 

34,900 円～139,300 円 
149,587 千円 676,864 円 

休日 

勤務 

手当 

祝日法による休日及び年末年始等において勤務

した場合 時間単価×135／100 

同じ 

97,386 千円 166,188 円 

夜間 

勤務 

手当 

正規の勤務時間として深夜（午後 10 時から翌日

午前 5時までの間）に勤務することを命ぜられ、

現に勤務した場合、その間に勤務した全時間に

対して支給  時間単価×25／100 

同じ 

16,669 千円 102,895 円 

管理職

員特別

勤務手

当 

管理職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の

運営の必要により週休日又は休日に勤務した場

合に支給（勤務時間が 4時間超の場合に支給） 

4,000 円～10,000 円 

勤務時間が 8時間超の場合は単価×150／100 

＜異なる＞ 

勤務時間が 1 時間以上の場

合に支給 3,498 千円 20,337 円 

単身赴

任手当 

異動等により従前の住居から異動後の部署に通

勤することが困難なため、やむを得ない事情に

より同居していた配偶者と別居して職員が単身

で転居し、生活する場合に支給 

23,000 円に職員と配偶者の住居間の距離に応じ

て加算を行った額 

同じ 

0 千円 0 円 

【注】時間外勤務手当・休日勤務手当について、12 月 29 日から翌年 1 月 3 日の間は 1 時間当たり 800 円を加算して支

給しています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（５） 特別職等の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在） 

【注】市長・副市長・水道事業管理者・教育長（以下、市長等）には、このほか、通勤手当（一般職と

同じ）が支給されます。市長等及び市議会議員の給料月額等は、市長が特別職報酬等審議会に諮問し、

同審議会の答申を基に議会の議決を経て改定されます  

（※９）期末手当の基礎額に加算額を算入することについては、国の内閣総理大臣などの特別職及び国

会議員その他の地方公共団体において規定されており、本市においてはその率は３０％としています  

 
 

区 分 給料月額 

期末手当 

支給割合は 2.95 月分です 

〔給料月額×1.3(※９)×支給割合で算出します〕 

給
料
等 

市   長 １，０６５，０００ 円 ４，０８４，２７５円 

副 市 長 ８８５，０００ 円 ３，３９３，９７５円 

水道事業管理者 ６９０，０００ 円 ２，６４６，１５０円 

教育長 ７７５，０００ 円 ２，９７２，１２５円 

退
職
手
当 

市   長 １６，６１４，０００円  （年支給率）390/100 （支給時期）任期ごと 

副 市 長 ９，９１２，０００円  （年支給率）280/100 （支給時期）任期ごと 

水道事業管理者 ５，９３４，０００円 （年支給率）215/100 （支給時期）任期ごと 

教育長 ６，９７５，０００円   （年支給率）225/100 （支給時期）任期ごと 

給料月額×在職年数(任期 4年)×年支給率で算出した額です。市議会議員には退職手当は支給されません 

（平成２６年４月１日現在） 

区 分 報酬月額 

期末手当 

支給割合は 2.95 月分です 

〔報酬月額×1.3(※９)×支給割合で算出します〕 

議
員
報
酬
等 

議   長 ６３５，０００ 円 ２，４３５，２２５円 

副 議 長 ５８５，０００ 円 ２，２４３，４７５円 

議   員 ５３５，０００ 円 ２，０５１，７２５円 



４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）一般的な勤務時間の状況（平成２６年４月１日現在）

１週間の勤務時間

１日の勤務時間

始業時刻

終業時刻

休憩時間

週休日

休　日

　※　特別の勤務に従事する職員については別途定めています。

（２）年次休暇取得状況（平成２５年度中）

総付与日数
(日）

総取得日数
(日）

全対象職員数
(人）

平均取得日数
(日）

消化率
（％）

25,835.4 8,906.0 623 14.3 34.5

　（注）１　年次休暇は、１年度につき２０日（新規採用職員については、採用月別の基準による日
　　　　　数）付与され、取得しなかった日数は翌年に繰り越すことができます。
　　　　２　全対象職員とは、４月１日から３月３１日までの全期間在職した一般職員（非現業の
　　　　　一般職に属する職員のうち、市長部局に勤務する職員で、月曜日から金曜日の午前８時３
　　　　　０分から午後５時１５分まで勤務する職員）であり、当該期間内の途中採用者及び退職者
　　　　　並びに育児休業取得者等を除いています。

正午～午後１時

　勤務時間を割り振らない日
（日曜日及び土曜日）

国民の祝日に関する法律に規定する休日
１月２日、３日及び１２月２９日から３１日まで

３８時間４５分

７時間４５分

午前８時３０分

午後５時１５分



（３）特別休暇の状況（平成２６年４月１日現在）

種　　類 日　数　等

服喪休暇 続柄により1～10日以内

結婚休暇 8日以内

生理休暇 執務困難のとき、毎潮3日以内

産前休暇 出産予定日を含む8週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内

産後休暇 出産日の翌日から8週間以内

妊娠障害休暇 必要と認められる期間（最大で3週間）

妊婦の通院休暇
定期的に通院する必要のあるとき、4週間につき1日
妊娠満24週以上の場合は、医者が必要と認めた場合

妊婦の時間短縮休暇
出勤及び退庁のとき、それぞれ30分
通勤時間等の関係からやむを得ないと認められる者は１日１回60分以内

男性職員の育児参加及び
配偶者の出産に係る休暇

配偶者が出産する場合で、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達する
までの子の養育等を行うとき、出産予定日を含む8週間（多胎妊娠の場合に
あっては、14週間）前の日から出産の日の翌日から8週間までの期間におい
て8日以内

育児休暇
生後満1年に達しない子を育てるとき、1日2回それぞれ45分
通勤時間等の関係からやむを得ないと認められる者は１日１回90分以内

ファミリーサポート休暇

①子を看護する場合
②子が受ける予防接種、健康診断又は健康診査への付添いの場合
③子が在籍し又は在籍することとなる学校等が実施する行事に出席する場合
子が未就学児の場合8日以内、小学生の場合7日以内、中学生の場合5日以内

短期介護休暇
配偶者等の家族の介護その他の世話をする必要が生じた場合、要介護者1
人・要介護状態1回・1休暇年度につき10日以内

父母の祭忌の休暇 1休暇年度につき1日以内

夏季休暇 7日以内

ドナー休暇
骨髄バンクへの登録又は骨髄若しくは末梢血管細胞を提供する場合、必要と
認められる期間

ボランティア休暇
自発的かつ報酬を得ないで社会貢献活動を行う場合、１休暇年度につき5日
以内

傷病休暇
公務上又は通勤による負傷若しくは疾病の場合、必要と認められる期間
公務外の結核性疾患の場合、1年以内
公務外の負傷又は結核性疾患以外の疾病の場合、6月以内

①感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による交通遮断
等により勤務が不可能となった場合
②風水震火災その他非常災害によりり災し、又は交通遮断等不可抗力の原因
により勤務が不可能となった場合
③裁判員・証人・鑑定人・参考人等として官公署へ出頭する場合
④選挙権その他公民としての権利を行使する場合

その他の休暇



（４）育児休業及び部分休業の取得状況（平成２５年度中）

①育児休業

３月以下
３月超

６月以下
６月超
９月以下

９月超
１年以下

１年超
２年以下

２年超

男性職員 0

女性職員 31 13 1 5 6 19

計 31 13 0 1 5 6 19 0

男性職員 0

女性職員 1 1

計 1 0 0 0 1 0 0 0

男性職員 0

女性職員 3 2 2 1

計 3 2 0 0 0 0 2 1

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

男性職員 0 0 0 0 0 0 0 0

女性職員 35 15 0 1 6 6 21 1

計 35 15 0 1 6 6 21 1

　（注）　当該年中に２度取得した者を２とカウントしています。

②部分休業

３月以下
３月超

６月以下
６月超
９月以下

９月超
１年以下

１年超
２年以下

２年超

男性職員 2 2

女性職員 5 1 4 1

計 7 1 0 0 0 6 1 0

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

男性職員 0

女性職員 1 1 1

計 1 1 0 0 0 0 0 1

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

男性職員 2 0 0 0 0 2 0 0

女性職員 6 2 0 0 0 4 1 1

計 8 2 0 0 0 6 1 1

教　　育

合　　計

合　　計

市長部局等

水　　道

教　　育

消　　防

部　 局　 名　 等

水　　道

取得者数

前年より
引き続き
取得して
いる者

承　認　期　間

承　認　期　間前年より
引き続き
取得して
いる者

市長部局等

消　　防

部　 局　 名　 等 取得者数



（５）介護休暇の取得状況（平成２５年度中）

①承認期間別

１月以下
１月超
２月以下

２月超
３月以下

３月超
４月以下

４月超
５月以下

５月超

男性職員 1 1

女性職員 0

計 1 0 0 1 0 0 0

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0

男性職員 1 0 0 1 0 0 0

女性職員 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 0 1 0 0 0

②要介護者（職員との続柄）別

配偶者 父母 子
配偶者の
父母

祖父母 兄弟姉妹 孫 その他

男性職員 1 1

女性職員 0

計 1 0 0 1 0 0 0 0 0

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男性職員 1 0 0 1 0 0 0 0 0

女性職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 0 1 0 0 0 0 0

合　　計

部　局　名　等

市長部局等

水　　道

教　　育

消　　防

要介護者の続柄

取得者数

部　局　名　等

教　　育

取得者数

承　認　期　間

合　　計

消　　防

市長部局等

水　　道



５　職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）分限処分及び懲戒処分の種類及び件数（平成２５年度中）

①分限処分

計
勤務実績が良
くない場合

心身の故障の
場合

職に必要な適格
性を欠く場合

定数の改廃等
により廃職又
は過員を生じ

た場合

刑事事件に関
し起訴された

場合

降　任 0
免　職 0
休　職 43 43
降　給 0
降　任 0
免　職 0
休　職 0
降　給 0
降　任 0
免　職 0
休　職 2 2
降　給 0
降　任 0
免　職 0
休　職 4 4
降　給 0
降　任 0 0 0 0 0 0
免　職 0 0 0 0 0 0
休　職 49 0 49 0 0 0
降　給 0 0 0 0 0 0

②懲戒処分

計
法令に違反し

た場合

職務上の義務
に違反し又は
職務を怠った

場合

全体の奉仕者た
るにふさわしく
ない非行のあっ

た場合

戒　告 0
減　給 0
停　職 0
免　職 0
戒　告 0
減　給 1 1
停　職 0
免　職 0
戒　告 0
減　給 0
停　職 0
免　職 0
戒　告 0
減　給 0
停　職 0
免　職 0
戒　告 0 0 0 0
減　給 1 0 0 1
停　職 0 0 0 0
免　職 0 0 0 0

処 分 事 由 及 び 件 数

処 分 事 由 及 び 件 数

種　　類

教　育

種　　類部局名

消　防

市長部局等

水　道

部局名

合　計

合　計

消　防

市長部局等

水　道

教　育



６　職員の服務の状況

（１）職務に専念する義務の免除の状況（平成２６年４月１日現在）

　（注）　任命権者又はその委任を受けた者の承認を得て、必要と認められる期間につい

　　　　て職務に専念する義務を免除されることができます。

（２）営利企業従事許可の件数及び内容（平成２５年度中）

部　局　名 許可件数

市長部局 7

上下水道 3

教育 4

消防 2

合計 16 件

内　　　　　容

大学講師、大田楽公演、市民スポーツまつりの従事、住宅・土地統計調
査員、消防団員、子ども・子育て会議委員

予備自衛官、住宅・土地統計調査員

ＮＰＯ法人事業への参加、市民スポーツまつりの補助

内　容　等

研修を受ける場合

厚生に関する計画の実施に参加する場合

スポーツ少年団の指導、スポーツ推進委員、住宅・土地統計調査員、大
学講師

他の機関又は団体から委嘱を受け、講演、講義等を行う場合で任命権者が必要があると認めるも
の

市の慶弔に属する事務に、任命権者の命により従事する場合

その他市長が特に認めた場合

地方公務員法第46条の規定による勤務条件の措置に関し要求し、及びその審理に出頭する場合

地方公務員法第49条の2の規定による不利益処分の不服申し立てをし、及びその審理に出頭する
場合

地方公務員法第55条第11項の規定による不満の表明又は意見の申出をする場合

深夜または徹夜の時間外勤務者に対する休養時間

任命権者の承認を得て本務以外の職を兼務する者が、その職に属する事務を行う場合



７　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）職員研修の体系

その他派遣研修

その他特別研修

京都府市町村振興協会

自治大学校

市町村職員中央研修所

選択制研修

普通救命講習

メンタルヘルス研修

健康管理研修

全国市町村国際文化研修所

南部７市合同研修会

監督者研修

管理職研修

個人情報保護研修

新任庶務担当者研修

安全運転研修

法務研修

理事者と語る

特別研修

派遣研修

通信教育等

大学院自主研修

職員提案制度

人権研修

男女共同参画研修

中級職員研修

職
員
研
修

新任監督者研修

新任管理職研修

新規採用職員研修

新規採用職員第２次研修

自己啓発

職場研修

職場外研修

初級職員研修

基本研修



（２）職員研修の実施状況（平成２５年度中）

＜基本研修＞

＜特別研修＞

42人 

初級職員研修

19人 　管理職人権研修

　ロジカルライティング研修

京都府市町村職員共済組合主催研修

97人 メンタルヘルス研修

1,130人 小計

40人 

18人 

　新規採用職員対象

普通救命講習会

　ドライビングシュミュレーター研修 17人 

21人 

選択研修

　政策形成のための課題解決研修

12人 

52人 

29人 

　法制執務研修

　行政法研修

安全運転研修

40人 　安全運転技能研修

法務研修

47人 

28人 

　新規採用職員研修時

　公用車運転実技研修

43人 ＯＡ研修

男女共同参画研修

47人 

　基本研修時実施分 115人 

　ＤＶセミナー 18人 

個人情報保護研修

305人 

人権研修

　基本研修時実施分

受研者数研修名

小計

137人 管理職研修

新任管理職研修 18人 

378人 

受研者数

22人 新任監督者研修

78人 

24人 中級職員研修

研修名

新規採用職員研修 57人 

新規採用職員第２次研修

　ファシリテーション研修 15人 

理事者と語る 6人 

61人 

　全職員対象研修

健康管理研修 100人 



＜職場研修＞

＜自己啓発＞

＜派遣研修＞

合計

2,866人 

6人 

合計

職場研修 1,178人 

自己啓発

378人 

174人 

基本研修

派遣研修

特別研修 1,130人 

174人 

受研者数

小計

研修名

76人 

7人 

16人 

全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）

京都府南部７市合同研修会

各課実務研修

4人 

小計

京都府市町村振興協会 70人 

自治大学校

受研者数

1人 

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

1人 

研修名

大学院自主研修

1,178人 

5人 

小計

研修名 受研者数

通信教育講座

6人 

191人 教育部職員研修

572人 

155人 

技術職員研修

消防職員研修

162人 保育所職員研修

52人 

35人 

健康福祉部内研修

生活支援課内研修

保健師向け運動指導研修 11人 

受研者数研修名



８　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）福利厚生事業の状況（平成２５年度中）

　　　市職員共済組合に補助金を交付し、市職員共済組合により福利厚生事業が実施されています。

区　分

決算見込額

◎人間ドック助成　◎福利厚生外部委託 ◎結婚祝金 ◎出産祝金

◎文化芸術補助　など ◎傷病見舞金 ◎弔慰金　など

（２）公務災害及び通勤災害の状況

①認定件数（平成２５年度中）

計 公務災害 通勤災害

市長部局等 19 12 7

水道 0

教育 2 2

消防 1 1

合計 22 14 8

②地方公務員災害補償基金負担金（平成２５年度確定負担金）

人数

182

213

116

95

848

1,454

（３）措置要求及び不服申立ての状況（平成２５年度中）
　　　職員の権利は、勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立ての制度に
　　より保護されています。これらの制度の状況は、「宇治市公平委員会の業務の状況」のとお
　　りです。

その他職員

　合　計

935,418円

1,937,893円

5,224,205円

11,602,056円

2,372,402円

５４，２１４，０００円

認　定　件　数
部　局　名

電気・ガス・水道事業職員

清掃事業職員

義務教育学校職員以外の教育職員

消防職員

職　　員　　区　　分

元気回復・保健事業
（市の負担）

給付事業
（職員の掛金）

５２，９１２，４８８円

内　容

確定負担金

1,132,138円



◎　宇治市公平委員会の業務の状況

１　勤務条件に関する措置の要求の状況（平成２５年度中）
　　　該当なし

２　不利益処分に関する不服申立ての状況（平成２５年度中）
　　　該当なし


